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(57)【要約】
【課題】リフロー法を用いて、第２の接合体により電子
部品を実装基板に実装する実装時に、第１の接合体が、
無秩序に流れ出すことを防止する。
【解決手段】電子部品は、固定部６０ａ、固定部６０ａ
と接続するリード部６０ｂ、及び固定部６０ａと接続す
る放熱部６０ｃを有するリードフレーム６０と、第１の
接合体６２により、固定部６０ａの上に固定された半導
体チップ６３と、固定部６０ａ、半導体チップ６３、及
びリード部６０ｂの末端部分を封止する封止樹脂６５と
を備えている。リードフレーム６０における固定部６０
ａ及び放熱部６０ｃには、溝６１が設けられている。溝
６１は、固定部６０ａにおける第１の接合体６２が存在
する部分から、放熱部６０ｃに向かって延びている。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　実装基板に実装される電子部品であって、
　基板と、
　第１の接合体により、前記基板の上に固定された半導体チップと、
　前記基板及び前記半導体チップを封止する封止樹脂とを備え、
　前記基板には、前記基板の主面における前記第１の接合体が存在する部分から前記基板
の側面に向かって、前記基板を貫通する貫通孔が設けられており、
　前記第１の接合体の一部が、前記貫通孔における前記基板の主面側の部分に充填されて
いることを特徴とする電子部品。
【請求項２】
　実装基板に実装される電子部品であって、
　基板と、
　第１の接合体により、前記基板の上に固定された半導体チップと、
　前記基板及び前記半導体チップを封止する封止樹脂とを備え、
　前記基板には、前記基板の主面における前記第１の接合体が存在する部分から前記基板
の側面に向かって、前記基板を貫通する貫通孔が設けられており、
　前記基板は、下層基板と、前記下層基板の上に形成された少なくとも一つの中間層基板
と、前記少なくとも一つの中間層基板のうち最上層に位置する中間層基板の上に形成され
た上層基板とを有し、
　前記貫通孔は、第１の孔部と、一端が前記第１の孔部と連通する第２の孔部とを有し、
　前記第１の孔部は、前記上層基板を貫通し、
　前記第２の孔部は、前記少なくとも一つの中間層基板のうちいずれか一つの中間層基板
に設けられ、開口他端が、前記いずれか一つの中間層基板の側面に設けられていることを
特徴とする電子部品。
【請求項３】
　請求項２に記載の電子部品において、
　前記基板の上に、金属細線により前記半導体チップと電気的に接続される電極パッドを
さらに備え、
　前記第２の孔部は、前記基板における前記電極パッドの下に位置する部分以外の部分に
設けられていることを特徴とする電子部品。
【請求項４】
　請求項２又は３に記載の電子部品において、
　前記第１の接合体の一部は、前記第１の孔部、又は前記第１の孔部及び前記第２の孔部
の一部に充填されていることを特徴とする電子部品。
【請求項５】
　実装基板に実装される電子部品であって、
　固定部、前記固定部と接続するリード部、及び前記固定部と接続する放熱部を有するリ
ードフレームと、
　第１の接合体により、前記固定部の上に固定された半導体チップと、
　前記固定部、前記半導体チップ、及び前記リード部の末端部分を封止する封止樹脂とを
備え、
　前記リードフレームにおける前記固定部及び前記放熱部には、溝が設けられ、
　前記溝は、前記固定部における前記第１の接合体が存在する部分から、前記放熱部に向
かって延びていることを特徴とする電子部品。
【請求項６】
　請求項５に記載の電子部品において、
　前記溝には、前記第１の接合体の一部が埋め込まれていることを特徴とする電子部品。
【請求項７】
　請求項５又は６に記載の電子部品において、
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　前記リードフレームにおける前記放熱部には、前記溝と連通する窪みが設けられている
ことを特徴とする電子部品。
【請求項８】
　請求項７に記載の電子部品において、
　前記窪みの深さは、前記溝の深さよりも深いことを特徴とする電子部品。
【請求項９】
　請求項７に記載の電子部品において、
　前記窪みの幅は、前記溝の幅よりも広いことを特徴とする電子部品。
【請求項１０】
　請求項１～９のうちいずれか１項に記載の電子部品において、
　前記第１の接合体の材料は、無鉛はんだであることを特徴とする電子部品。
【請求項１１】
　請求項１～１０のうちいずれか１項に記載の電子部品において、
　前記電子部品は、第２の接合体により、前記実装基板に実装され、
　前記第１の接合体の融点は、前記第２の接合体の融点と同じ、又は前記第２の接合体の
融点よりも低いことを特徴とする電子部品。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の電子部品において、
　前記第２の接合体の材料は、無鉛はんだであることを特徴とする電子部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子部品に関し、特に、電子機器の実装基板に実装される電子部品に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器分野では、環境に配慮するものづくりが重要視されている。
【０００３】
　例えば、鉛及びカドミウム等の有害物質を含まないリサイクル可能な材料を用いること
で、材料の再利用率を高める取り組みがあり、ＲｏＨＳ指令・ＥＬＶ指令により、このよ
うな取り組みが推進されている。
【０００４】
　従来の鉛はんだの代替として、鉛を含有しない無鉛はんだが開発され、鉛はんだの代わ
りに、無鉛はんだを用いることが進められている。
【０００５】
　また、半導体分野では、ＧａＮ及びＳｉＣ等の新しい材料系の半導体部品が、従来に比
べて高効率又は高温度で動作することができるため、ＧａＮ及びＳｉＣ等の材料系の半導
体部品に関する技術の開発が、省エネルギー化につながる技術として期待されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許出願公開第2009/0001535明細書（US 2009/0001535 A1）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　以下に、従来の電子部品について、電子部品として、パッケージ仕様がＴＯ２２０の高
出力用トランジスタを用いた場合を具体例に挙げて、図１３及び図１４を参照しながら説
明する。図１３は、従来の電子部品の構成を示す平面図である。図１４は、従来の電子部
品の構成を示す断面図である。具体的には、図１４は、図１３に示すXIV-XIV線における
断面図である。なお、図１３において、簡略的に図示する為に、封止樹脂の図示を省略す
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る。図１３に示す「CS」とは、Common Sourceの略であり、「GND」とは、Groundであり、
「VCC」とは、電源であり、「FB」とは、Feedbackの略であり、「Soft S」とは、softsta
rtの略である。
【０００８】
　リードフレーム１００は、固定部（チップマウント部）１００ａと、固定部１００ａと
接続するリード部１００ｂと、固定部１００ａと接続する放熱部（ヒートシンク部）１０
０ｃとを有している。
【０００９】
　無鉛はんだからなる第１の接合体１０１により、リードフレーム１００における固定部
１００ａ上に、半導体チップ１０２が固定されている。
【００１０】
　金属製のワイヤ１０３により、リード部１００ｂと半導体チップ１０２とが電気的に接
続されている。封止樹脂１０４により、固定部１００ａ、半導体チップ１０２、ワイヤ１
０３、リード部１００ｂの末端部分及び放熱部１００ｃが封止されている。
【００１１】
　リード部１００ｂにおける末端部分以外の部分は、封止樹脂１０４で覆われずに露出さ
れている。
【００１２】
　放熱部１００ｃは、動作時に、第１の接合体１０１を介して自身に伝播した半導体チッ
プ１０２の熱を、外部に放熱する。
【００１３】
　窪み１０５は、従来の電子部品の製造時に用いる固定ピンの痕跡であり、窪み１０５に
は、充填材料１０６が充填されている。
【００１４】
　無鉛はんだからなる第２の接合体（図示省略）により、リード部１００ｂにおける先端
部分は、実装基板（図示省略）の上に固定される。このように、第２の接合体により、従
来の電子部品は、実装基板に実装される。
【００１５】
　以下に、従来の電子部品を、実装基板に実装する実装方法について、説明する。
【００１６】
　ここで、一般に、はんだにより、実装基板に部品を実装する実装方法としては、ポイン
ト加熱法、フロー法及びリフロー法が挙げられる。「ポイント加熱法」とは、部品におけ
るはんだ付け部分を加熱する方法である。「フロー法」とは、溶融したはんだが入れられ
た槽に、実装基板と共に、部品におけるはんだ付け部分を浸漬する方法である。「リフロ
ー法」とは、実装基板の上にペースト状のはんだを介して載置された部品を、リフロー炉
（高温炉）に通す方法である。
【００１７】
　第２の接合体により、従来の電子部品を実装基板に実装する実装方法として、ポイント
加熱法又はフロー法を用いた場合、主に、電子部品におけるはんだ付け部分（言い換えれ
ば、リード部１００ｂの先端部分）が、第２の接合体の融点以上の温度で加熱される。こ
のとき、電子部品におけるはんだ付け部分以外の部分（例えば、第１の接合体１０１）は
直接加熱されないので、リード部１００ｂからの熱の伝播によって第１の接合体１０１の
温度が、その融点以上の温度に到達することを防止することが可能である。このため、第
１の接合体１０１の融点が、第２の接合体の融点と同じ、又は第２の接合体の融点よりも
低い場合であっても、第１の接合体１０１が溶融することを防止することが可能である。
【００１８】
　具体的には、第１に、第１の接合体１０１の融点が、第２の接合体の融点と同じ場合の
例として、例えば、第１，第２の接合体の材料としてＳｎＣｕはんだを用いた場合、第１
の接合体の温度が、その融点（２２９℃）以上の温度に到達することを防止することが可
能である。第２に、第１の接合体１０１の融点が、第２の接合体の融点よりも低い場合の
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例として、例えば、第１の接合体の材料としてＳｎＡｇＣｕはんだを用い、第２の接合体
の材料としてＳｎＣｕはんだを用いた場合、第１の接合体の温度が、その融点（２１９℃
）以上の温度に到達することを防止することが可能である。
【００１９】
　一方、第２の接合体により、従来の電子部品を実装基板に実装する実装方法として、リ
フロー法を用いた場合、実装基板及び電子部品の全体が、第２の接合体の融点以上の温度
で加熱されるため、第１の接合体１０１が、第２の接合体の融点以上の温度で加熱される
。このため、第１の接合体１０１の融点が、第２の接合体の融点と同じ、又は第２の接合
体の融点よりも低い場合、第１の接合体１０１が、その融点以上の温度で加熱されるため
、第１の接合体１０１が溶融することを防止することができない。
【００２０】
　第１の接合体１０１が、その融点以上の温度で加熱されると、第１の接合体１０１は、
固定部１００ａと半導体チップ１０２との間に挟まれ且つ周囲が封止樹脂１０４で覆われ
た密封状態で、溶融して膨張するため、固定部１００ａと封止樹脂１０４との隙間Ｓ100a
、及び／又は半導体チップ１０２と封止樹脂１０４との隙間Ｓ102に、第１の接合体が無
秩序に流れ出す。なお、第１の接合体１０１は、図１４に示すように、下面が、固定部１
００ａと接し、上面が、半導体チップ１０２と接し、側面が、封止樹脂１０４と接してお
り、第１の接合体１０１は、固定部１００ａ、半導体チップ１０２及び封止樹脂１０４に
より、密封されている。
【００２１】
　従って、第１の接合体１０１の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又
は融点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合、リフロー法を用いることがで
きないという問題がある。
【００２２】
　ここで、パッケージ仕様がＴＯ２２０の高出力用トランジスタの場合、次のような特長
がある。特に、従来の電子部品のように放熱部１００ｃを封止樹脂１０４で覆うのではな
く、例えば本発明に係る電子部品（後述の図８参照）のように放熱部（図８：６０ｃ参照
）を封止樹脂（図８：６５参照）で覆わずに露出させた場合、放熱部を実装基板に固定す
ることで、放熱部により、動作時に発生する半導体チップの熱を放熱することができる。
この特長を活かすには、リフロー法を用いることが好ましい。
【００２３】
　しかしながら、上述の通り、第１の接合体１０１の材料として、融点が第２の接合体の
融点と同じ材料、又は融点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合、リフロー
法を用いることができない。このため、上記の特長を活かすために、例えば、ネジで放熱
部を実装基板に固定する方法等を用いる。
【００２４】
　ところで、このような問題に対して、第１の接合体１０１の材料として、融点が第２の
接合体の融点よりも高い材料を用いれば、リフロー法を用いることが可能になる。このよ
うな材料として、金錫（ＡｕＳｎ）系はんだ及び亜鉛アルミニウム（ＺｎＡｌ）系はんだ
が考えられる。しかしながら、ＡｕＳｎ系はんだは、ＳｎＣｕ系はんだに比べて高価であ
るという短所がある。また、ＺｎＡｌ系はんだは、その融点が３００℃を超えるので、既
存のリフロー炉（３００℃以下の温度に設定されるリフロー炉）を使用することができな
いという短所がある。
【００２５】
　このように、２４０～３００℃の融点を持つ実用的な無鉛はんだが未だ見つかっていな
いため、ＳｎＡｇＣｕ及びＳｎＣｕ等の２１０～２４０℃の融点を持つ無鉛はんだ以外は
、殆ど使用されていない。
【００２６】
　なお、以上の説明では、電子部品として、高出力用トランジスタを用いた場合を具体例
に挙げて説明したが、高出力用トランジスタの代わりに、例えば高周波増幅器を用いた場
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合も、高出力用トランジスタと同様の不具合がある。即ち、第２の接合体により電子部品
（即ち、高周波増幅器）を実装基板に実装する実装時に、半導体チップを基板の上に固定
する第１の接合体が、溶融して膨張した場合、基板と封止樹脂との隙間、及び／又は半導
体チップと封止樹脂との隙間に、第１の接合体が無秩序に流れ出すという不具合がある。
【００２７】
　前記に鑑み、本発明の目的は、リフロー法を用いて、第２の接合体により電子部品を実
装基板に実装する実装時に、第１の接合体が、無秩序に流れ出すことを防止することであ
る。
【課題を解決するための手段】
【００２８】
　前記の目的を達成するため、本発明に係る第１の電子部品は、実装基板に実装される電
子部品であって、基板と、第１の接合体により、基板の上に固定された半導体チップと、
基板及び半導体チップを封止する封止樹脂とを備え、基板には、基板の主面における第１
の接合体が存在する部分から基板の側面に向かって、基板を貫通する貫通孔が設けられて
おり、第１の接合体の一部が、貫通孔における基板の主面側の部分に充填されていること
を特徴とする。
【００２９】
　本発明に係る第１の電子部品によると、基板には、基板の主面における第１の接合体が
存在する部分から基板の側面に向かって、基板を貫通する貫通孔が設けられている。これ
により、第２の接合体により電子部品を実装基板に実装する実装時に、第１の接合体が、
溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、貫通孔内で膨張するため、従来のよ
うに密封状態で第１の接合体が膨張することはない。このため、第１の接合体が無秩序に
流れ出すことを防止することができる。
【００３０】
　このため、第１の接合体の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又は融
点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合であっても、第１の接合体が無秩序
に流れ出すことを防止することができるため、リフロー法を用いることができる。
【００３１】
　前記の目的を達成するため、本発明に係る第２の電子部品は、実装基板に実装される電
子部品であって、基板と、第１の接合体により、基板の上に固定された半導体チップと、
基板及び半導体チップを封止する封止樹脂とを備え、基板には、基板の主面における第１
の接合体が存在する部分から基板の側面に向かって、基板を貫通する貫通孔が設けられて
おり、基板は、下層基板と、下層基板の上に形成された少なくとも一つの中間層基板と、
少なくとも一つの中間層基板のうち最上層に位置する中間層基板の上に形成された上層基
板とを有し、貫通孔は、第１の孔部と、一端が第１の孔部と連通する第２の孔部とを有し
、第１の孔部は、上層基板を貫通し、第２の孔部は、少なくとも一つの中間層基板のうち
いずれか一つの中間層基板に設けられ、開口他端が、いずれか一つの中間層基板の側面に
設けられていることを特徴とする。
【００３２】
　本発明に係る第２の電子部品によると、基板には、基板の主面における第１の接合体が
存在する部分から基板の側面に向かって、基板を貫通する貫通孔が設けられている。これ
により、第２の接合体により電子部品を実装基板に実装する実装時に、第１の接合体が、
溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、貫通孔内で膨張するため、従来のよ
うに密封状態で第１の接合体が膨張することはない。このため、第１の接合体が無秩序に
流れ出すことを防止することができる。
【００３３】
　このため、第１の接合体の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又は融
点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合であっても、第１の接合体が無秩序
に流れ出すことを防止することができるため、リフロー法を用いることができる。
【００３４】
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　本発明に係る第２の電子部品において、基板の上に、金属細線により半導体チップと電
気的に接続される電極パッドをさらに備え、第２の孔部は、基板における電極パッドの下
に位置する部分以外の部分に設けられていることが好ましい。
【００３５】
　本発明に係る第２の電子部品において、第１の接合体の一部は、第１の孔部、又は第１
の孔部及び第２の孔部の一部に充填されていることが好ましい。
【００３６】
　前記の目的を達成するため、本発明に係る第３の電子部品は、実装基板に実装される電
子部品であって、固定部、固定部と接続するリード部、及び固定部と接続する放熱部を有
するリードフレームと、第１の接合体により、固定部の上に固定された半導体チップと、
固定部、半導体チップ、及びリード部の末端部分を封止する封止樹脂とを備え、リードフ
レームにおける固定部及び放熱部には、溝が設けられ、溝は、固定部における第１の接合
体が存在する部分から、放熱部に向かって延びていることを特徴とする。
【００３７】
　本発明に係る第３の電子部品によると、リードフレームにおける固定部及び放熱部には
、溝が設けられ、溝は、固定部における第１の接合体が存在する部分から、放熱部に向か
って延びている。これにより、第２の接合体により電子部品を実装基板に実装する実装時
に、第１の接合体が、溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、溝内で膨張す
るため、従来のように密封状態で第１の接合体が膨張することはない。このため、第１の
接合体が無秩序に流れ出すことを防止することができる。
【００３８】
　このため、第１の接合体の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又は融
点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合であっても、第１の接合体が無秩序
に流れ出すことを防止することができるため、リフロー法を用いることができる。
【００３９】
　本発明に係る第３の電子部品において、溝には、第１の接合体の一部が埋め込まれてい
ることが好ましい。
【００４０】
　本発明に係る第３の電子部品において、リードフレームにおける放熱部には、溝と連通
する窪みが設けられていることが好ましい。
【００４１】
　このようにすると、実装時に、第１の接合体が、溶融して膨張することがあっても、第
１の接合体は、溝及び窪み内で膨張するため、第１の接合体が無秩序に流れ出すことを防
止することができる。特に、溝内で第１の接合体の膨張が収まり切らないことがあっても
、第１の接合体を溝外に溢れ出させずに、窪み内で第１の接合体の膨張を収まらせること
ができる。
【００４２】
　本発明に係る第３の電子部品において、窪みの深さは、溝の深さよりも深いことが好ま
しい。
【００４３】
　本発明に係る第３の電子部品において、窪みの幅は、溝の幅よりも広いことが好ましい
。
【００４４】
　本発明に係る第１、第２又は第３の電子部品において、第１の接合体の材料は、無鉛は
んだであることが好ましい。
【００４５】
　本発明に係る第１、第２又は第３の電子部品において、電子部品は、第２の接合体によ
り、実装基板に実装され、第１の接合体の融点は、第２の接合体の融点と同じ、又は第２
の接合体の融点よりも低いことが好ましい。
【００４６】
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　本発明に係る第１、第２又は第３の電子部品において、第２の接合体の材料は、無鉛は
んだであることが好ましい。
【発明の効果】
【００４７】
　本発明に係る電子部品によると、第２の接合体により電子部品を実装基板に実装する実
装時に、第１の接合体が、溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、貫通孔（
第１の実施形態）又は溝（第２の実施形態）内で膨張するため、従来のように密封状態で
第１の接合体が膨張することはない。このため、第１の接合体が無秩序に流れ出すことを
防止することができる。
【００４８】
　このため、第１の接合体の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又は融
点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合であっても、第１の接合体が無秩序
に流れ出すことを防止することができるため、リフロー法を用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る電子部品の構成を示す斜視図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る電子部品の構成を示す断面図であり、図１に示す
II-II線における断面図である。
【図３】(a) 及び(b) は、本発明の第１の実施形態のその他の例に係る電子部品の構成を
示す断面図である。
【図４】(a) 及び(b) は、本発明の第１の実施形態の変形例１に係る電子部品の構成を示
す断面図である。
【図５】本発明の第１の実施形態の変形例２に係る電子部品の構成を示す断面図である。
【図６】本発明の第１の実施形態の変形例３に係る電子部品の構成を示す断面図である。
【図７】本発明の第２の実施形態に係る電子部品の構成を示す平面図である。
【図８】本発明の第２の実施形態に係る電子部品の構成を示す断面図であり、図７に示す
VIII-VIII線における断面図である。
【図９】本発明の第２の実施形態の変形例に係る電子部品の構成を示す平面図である。
【図１０】本発明の第２の実施形態の変形例に係る電子部品の構成を示す断面図であり、
図９に示すX-X線における断面図である。
【図１１】本発明の第２の実施形態のその他の例に係る電子部品の構成を示す平面図であ
る。
【図１２】本発明の第２の実施形態のその他の例に係る電子部品の構成を示す断面図であ
り、図１１に示すXII-XII線における断面図である。
【図１３】従来の電子部品の構成を示す平面図である。
【図１４】従来の電子部品の構成を示す断面図であり、図１３に示すXIV-XIV線における
断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　（第１の実施形態）
　以下に、本発明の第１の実施形態に係る電子部品について、電子部品として、高周波増
幅器を用いた場合を具体例に挙げて、図１及び図２を参照しながら説明する。図１は、本
発明の第１の実施形態に係る電子部品の構成を示す斜視図である。図２は、本発明の第１
の実施形態に係る電子部品の構成を示す断面図である。具体的には、図２は、図１に示す
II-II線における断面図である。
【００５１】
　図１及び図２に示すように、第１の接合体１３により、例えばセラミック製の基板１０
の上に、例えばＧａＮ系の半導体チップ１４が固定されている。基板１０は、例えば第１
の基板（下層基板）１０ａ、第２の基板（中間層基板）１０ｂ及び第３の基板（上層基板
）１０ｃが順次積層された積層基板である。第１の接合体１３の材料として、例えばＳｎ
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Ｃｕはんだ又はＳｎＡｇＣｕはんだ等の無鉛はんだを用いることが好ましい。
【００５２】
　図１及び図２に示すように、例えばアルミニウム（Ａｌ）製のワイヤ（金属細線）１５
により、基板１０の上に形成された例えば金属製の電極パッド１２と、半導体チップ１４
とが電気的に接続されている。例えば樹脂製の封止樹脂１６により、基板１０、半導体チ
ップ１４及びワイヤ１５が封止されている。
【００５３】
　図１及び図２に示すように、基板１０には、基板１０の主面における第１の接合体１３
が存在する部分から基板１０の側面に向かって、基板を貫通する貫通孔１１が設けられて
いる。貫通孔１１の開口端は、基板１０の側面に設けられている。貫通孔１１は、電子部
品の外部と連通している。
【００５４】
　第１の接合体１３の一部は、図２に示すように、貫通孔１１における基板１０の主面側
の部分に充填されている。貫通孔１１は、上記の通り、電子部品の外部と連通しているた
め、第１の接合体１３は、貫通孔１１を通じて、外気に晒されている。一方、貫通孔１１
における基板１０の側面側の部分には、第１の接合体１３が充填されていない。
【００５５】
　図２に示すように、貫通孔１１の断面形状は、例えばＬ字形状である。
【００５６】
　貫通孔１１は、第１の孔部１１ａ及び第２の孔部１１ｂを有している。
【００５７】
　第１の孔部１１ａは、第３の基板１０ｃ及び第２の基板１０ｂを貫通し、基板１０の主
面と垂直な方向に延びている。
【００５８】
　一端が第１の孔部１１ａと連通する第２の孔部１１ｂは、第２の基板１０ｂに設けられ
、基板１０の主面と平行な方向に延びている。第２の孔部１１ｂは、開口他端が、基板１
０の側面、具体的には、第２の基板１０ｂの側面に設けられている。
【００５９】
　第２の孔部１１ｂは、図１に示すように、基板１０における電極パッド１２の下に位置
する部分以外の部分に設けられている。
【００６０】
　第１の接合体１３の一部は、図２に示すように、第１の孔部１１ａに充填されている。
一方、第２の孔部１１ｂには、第１の接合体１３が充填されていない。
【００６１】
　第２の接合体（図示省略）により、本実施形態に係る電子部品は、実装基板（図示省略
）に実装されている。第２の接合体の材料として、例えばＳｎＣｕはんだ又はＳｎＡｇＣ
ｕはんだ等の無鉛はんだを用いることが好ましい。実装基板としては、例えば携帯電話基
地局用機器のプリント基板が挙げられる。
【００６２】
　以下に、本実施形態に係る電子部品を、実装基板に実装する方法について、説明する。
【００６３】
　リフロー法を用いて、第２の接合体により、実装基板に、本実施形態に係る電子部品を
実装する。
【００６４】
　具体的には、本実施形態に係る電子部品を、実装基板に塗布されたペースト状のはんだ
の上に載置し、ピーク温度が例えば２６５℃、ピーク温度時間が例えば５秒間、加熱を行
う。その後、冷却を行う。
【００６５】
　加熱時に、第１の接合体１３が、溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、
貫通孔１１内で膨張する。その後、冷却時に、第１の接合体は、凝固して収縮する。
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【００６６】
　本実施形態によると、基板１０には、基板１０の主面における第１の接合体１３が存在
する部分から基板１０の側面に向かって、基板を貫通する貫通孔１１が設けられている。
これにより、実装時に、第１の接合体１３が、溶融して膨張することがあっても、第１の
接合体は、貫通孔１１内で膨張するため、従来のように密封状態で第１の接合体が膨張す
ることはない。このため、基板１０と封止樹脂１６との隙間、及び／又は半導体チップ１
４と封止樹脂１６との隙間に、第１の接合体が無秩序に流れ出すことを防止することがで
きる。
【００６７】
　このため、第１の接合体１３の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又
は融点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合であっても、第１の接合体が無
秩序に流れ出すことを防止することができるため、リフロー法を用いることができる。
【００６８】
　なお、本実施形態では、第１の接合体１３の一部が、第１の孔部１１ａに充填されてい
る一方、第２の孔部１１ｂに充填されていない場合を具体例に挙げて説明したが、本発明
はこれに限定されるものではない。
【００６９】
　例えば、図３(a) 及び(b) に示すように、第１の接合体１３ｘ，１３ｙの一部が、第１
の孔部１１ａにだけでなく、第２の孔部１１ｂの一部にも充填されていてもよい。第１に
例えば、図３(a) の場合、充填長さＬｘは、第２の孔部１１ｂの長さＬの２分の１である
（Ｌｘ＝Ｌ×１／２）。第２に例えば、図３(b) の場合、充填長さＬｙは、第２の孔部１
１ｂの長さＬの４分の３である（Ｌｙ＝Ｌ×３／４）。「充填長さＬｘ，Ｌｙ」とは、第
２の孔部１１ｂにおける第１の接合体１３ｘ，１３ｙが充填された部分の長さをいう。な
お、充填長さは、図３(a) に示す充填長さＬｘ及び図３(b) に示す充填長さＬｙに限定さ
れるものではない。
【００７０】
　なお、本実施形態では、基板１０が、積層基板である場合を具体例に挙げて説明したが
、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、基板は、単層基板であってもよい。
【００７１】
　＜第１の実施形態の変形例１＞
　以下に、本発明の第１の実施形態の変形例１に係る電子部品について、電子部品として
、高周波増幅器を用いた場合を具体例に挙げて、図４(a) 及び(b) を参照しながら説明す
る。図４(a) 及び(b) は、本発明の第１の実施形態の変形例１に係る電子部品の構成につ
いて示す断面図である。図４(a) 及び(b) において、第１の実施形態における構成要素と
同様の構成要素には、図１及び図２における符号と同一の符号を付す。従って、本変形例
１では、第１の実施形態と同様の説明を適宜省略する。
【００７２】
　図４(a) 及び(b) に示すように、基板２０は、例えば第１の基板（下層基板）２０ａ、
第２の基板（中間層基板）２０ｂ、第３の基板（中間層基板）２０ｃ及び第４の基板（上
層基板）２０ｄが順次積層された積層基板である。言い換えれば、基板２０は、下層基板
２０ａと上層基板２０ｄとの間に、例えば２層の中間層基板２０ｂ，２０ｃが介在する積
層基板である。
【００７３】
　第１に例えば、図４(a) の場合、貫通孔２１は、第１の孔部２１ａ及び第２の孔部２１
ｂを有している。第１の孔部２１ａは、第４の基板２０ｄ及び第３の基板２０ｃを貫通し
ている。一端が第１の孔部２１ａと連通する第２の孔部２１ｂは、第３の基板２０ｃに設
けられている。第２の孔部２１ｂは、開口他端が、第３の基板２０ｃの側面に設けられて
いる。
【００７４】
　第２に例えば、図４(b) の場合、貫通孔３１は、第１の孔部３１ａ及び第２の孔部３１
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ｂを有している。第１の孔部３１ａは、第４の基板２０ｄ、第３の基板２０ｃ及び第２の
基板２０ｂを貫通している。一端が第１の孔部３１ａと連通する第２の孔部３１ｂは、第
２の基板２０ｂに設けられている。第２の孔部３１ｂは、開口他端が、第２の基板２０ｂ
の側面に設けられている。
【００７５】
　図４(a) 及び(b) から判るように、第１の孔部は、少なくとも上層基板を貫通し、下層
基板を貫通していない。
【００７６】
　一端が第１の孔部と連通する第２の孔部は、複数の中間層基板のうちいずれか一つの中
間層基板に設けられ、第２の孔部の開口他端は、該いずれか一つの中間層基板の側面に設
けられている。
【００７７】
　本変形例１によると、第１の実施形態と同様の効果を得ることができる。
【００７８】
　＜第１の実施形態の変形例２＞
　以下に、本発明の第１の実施形態の変形例２に係る電子部品について、電子部品として
、高周波増幅器を用いた場合を具体例に挙げて、図５を参照しながら説明する。図５は、
本発明の第１の実施形態の変形例２に係る電子部品の構成について示す断面図である。図
５において、第１の実施形態における構成要素と同様の構成要素には、図１及び図２にお
ける符号と同一の符号を付す。従って、本変形例２では、第１の実施形態と同様の説明を
適宜省略する。
【００７９】
　図５に示すように、貫通孔４１の断面形状は、例えば逆Ｔ字形状である。このように、
第１の実施形態では、貫通孔１１の断面形状が、Ｌ字形状である場合を具体例に挙げて説
明したが、本発明はこれに限定されるものではなく、逆Ｔ字形状であってもよい。
【００８０】
　貫通孔４１は、第１の孔部４１ａ、第２の孔部４１ｂｘ及び第２の孔部４１ｂｙを有し
ている。第１の孔部４１ａは、第３の基板１０ｃ及び第２の基板１０ｂを貫通している。
一端が第１の孔部４１ａと連通する第２の孔部４１ｂｘは、第２の基板１０ｂに設けられ
ている。第２の孔部４１ｂｘは、開口他端が、第２の基板１０ｂの側面に設けられている
。同様に、一端が第１の孔部４１ａと連通する第２の孔部４１ｂｙは、第２の基板１０ｂ
に設けられている。第２の孔部４１ｂｙは、開口他端が、第２の基板１０ｂの側面に設け
られている。
【００８１】
　このように、第１の実施形態では、図１に示すように、第２の孔部１１ｂの個数が、１
個である場合を具体例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定されるものではない。例
えば、図５に示すように、第２の孔部４１ｂｘ，４１ｂｙの個数が、２個であってもよい
。即ち、一端が第１の孔部１１ａと連通し開口他端が基板１０の側面に設けられた第２の
孔部の個数は、少なくとも１個以上であればよい。
【００８２】
　本変形例２によると、第１の実施形態と同様の効果を得ることができる。
【００８３】
　＜第１の実施形態の変形例３＞
　以下に、本発明の第１の実施形態の変形例３に係る電子部品について、電子部品として
、高周波増幅器を用いた場合を具体例に挙げて、図６を参照しながら説明する。図６は、
本発明の第１の実施形態の変形例３に係る電子部品の構成について示す断面図である。図
６において、第１の実施形態における構成要素と同様の構成要素には、図１及び図２にお
ける符号と同一の符号を付す。従って、本変形例３では、第１の実施形態と同様の説明を
適宜省略する。
【００８４】
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　図６に示すように、基板５０は、例えば第１の基板（下層基板）５０ａ、第２の基板（
中間層基板）５０ｂ、第３の基板（中間層基板）５０ｃ及び第４の基板（上層基板）５０
ｄが順次積層された積層基板である。
【００８５】
　図６に示すように、貫通孔５１の断面形状は、例えば十字形状である。このように、第
１の実施形態では、貫通孔１１の断面形状が、Ｌ字形状である場合を具体例に挙げて説明
したが、本発明はこれに限定されるものではなく、十字形状であってもよい。
【００８６】
　貫通孔５１は、第１の孔部５１ａ、第２の孔部５１ｂｘ及び第２の孔部５１ｂｙを有し
ている。第１の孔部５１ａは、第４の基板５０ｄ、第３の基板５０ｃ及び第２の基板５０
ｂを貫通している。一端が第１の孔部５１ａと連通する第２の孔部５１ｂｘは、第３の基
板５０ｃに設けられている。第２の孔部５１ｂｘは、開口他端が、第３の基板５０ｃの側
面に設けられている。同様に、一端が第１の孔部５１ａと連通する第２の孔部５１ｂｙは
、第３の基板５０ｃに設けられている。第２の孔部５１ｂｙは、開口他端が、第３の基板
５０ｃの側面に設けられている。
【００８７】
　このように、第１の実施形態では、第２の孔部１１ｂの一端が、第１の孔部１１ａの下
端部と連通する場合を具体例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定されるものではな
い。例えば、図６に示すように、第２の孔部５１ｂｘ，５１ｂｙの一端が、第１の孔部５
１ａの中央部と連通してもよい。
【００８８】
　本変形例３によると、第１の実施形態と同様の効果を得ることができる。
【００８９】
　なお、本変形例３では、第２の孔部５１ｂｘと、第２の孔部５１ｂｙとを、同一の中間
層基板（即ち、第３の基板５０ｃ）に設ける場合を具体例に挙げて説明したが、本発明は
これに限定されるものではない。例えば、第２の孔部５１ｂｘを第３の基板（中間層基板
）５０ｃに設ける一方、第２の孔部５１ｂｙを第２の基板（中間層基板）５０ｂに設けて
もよい。即ち、第２の孔部５１ｂｘと、第２の孔部５１ｂｙとを、異なる中間層基板に設
けてもよい。
【００９０】
　（第２の実施形態）
　以下に、本発明の第２の実施形態に係る電子部品について、電子部品として、パッケー
ジ仕様が例えばＴＯ２２０の高出力用トランジスタを用いた場合を具体例に挙げて、図７
及び図８を参照しながら説明する。図７は、本発明の第２の実施形態に係る電子部品の構
成を示す平面図である。図８は、本発明の第２の実施形態に係る電子部品の構成を示す断
面図である。具体的には、図８は、図７に示すVIII-VIII線における断面図である。
【００９１】
　図７及び図８に示すように、例えば金属製のリードフレーム６０は、固定部６０ａと、
固定部６０ａと接続するリード部６０ｂと、固定部６０ａと接続する放熱部６０ｃとを有
している。
【００９２】
　図７及び図８に示すように、第１の接合体６２により、リードフレーム６０における固
定部６０ａ上に、裏面に金属膜（図示省略）が形成された半導体チップ６３が固定されて
いる。第１の接合体６２の材料として、例えばＳｎＣｕはんだ又はＳｎＡｇＣｕはんだ等
の無鉛はんだを用いることが好ましい。
【００９３】
　図７及び図８に示すように、例えば金属製のワイヤ６４により、リード部６０ｂと半導
体チップ６３とが電気的に接続されている。例えば樹脂製の封止樹脂６５により、固定部
６０ａ、半導体チップ６３、ワイヤ６４、及びリード部６０ｂの末端部分が封止されてい
る。ここで、「リード部６０ｂの末端部分」とは、リード部６０ｂにおけるワイヤ６４が
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存在している部分をいう。
【００９４】
　図７及び図８に示すように、リードフレーム６０における固定部６０ａ及び放熱部６０
ｃには、溝６１が設けられている。溝６１は、固定部６０ａにおける第１の接合体６２が
存在する部分から、放熱部６０ｃに向かって延びている。溝６１は、固定部６０ａに設け
られた第１の溝部６１ａと、放熱部６０ｃに設けられ且つ第１の溝部６１ａと連通する第
２の溝部６１ｂとを有している。
【００９５】
　第１の接合体６２の一部は、図８に示すように、溝６１に埋め込まれている。第１の接
合体６２における第２の溝部６１ｂに埋め込まれた部分は、封止樹脂６５で覆われずに露
出されている。
【００９６】
　リード部６０ｂにおける末端部分以外の部分は、封止樹脂６５で覆われずに露出されて
いる。放熱部６０ｃは、封止樹脂６５で覆われずに露出されている。
【００９７】
　放熱部６０ｃは、動作時に、第１の接合体６２を介して自身に伝播した半導体チップ６
３の熱を、外部に放熱する。
【００９８】
　第２の接合体（図示省略）により、リード部６０ｂにおける先端部分、及び放熱部６０
ｃは、実装基板（図示省略）の上に固定される。このように、第２の接合体により、本実
施形態に係る電子部品は、実装基板に実装される。第２の接合体の材料として、例えばＳ
ｎＣｕはんだ又はＳｎＡｇＣｕはんだ等の無鉛はんだを用いることが好ましい。
【００９９】
　以下に、本実施形態に係る電子部品を、実装基板に実装する方法について、説明する。
【０１００】
　リフロー法を用いて、第２の接合体により、実装基板に、本実施形態に係る電子部品を
実装する。
【０１０１】
　具体的には、本実施形態に係る電子部品を、実装基板に塗布されたはんだペーストの上
に載置し、加熱を行う。その後、冷却を行う。
【０１０２】
　加熱時に、第１の接合体６２が、溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、
主に、溝６１（特に、第２の溝部６１ｂ）内で膨張する。その後、冷却時に、第１の接合
体は、凝固して収縮する。
【０１０３】
　本実施形態によると、リードフレーム６０における固定部６０ａ及び放熱部６０ｃには
、溝６１が設けられ、溝６１は、固定部６０ａにおける第１の接合体６２が存在する部分
から、放熱部６０ｃに向かって延びている。これにより、実装時に、第１の接合体６２が
、溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、溝６１（特に、第２の溝部６１ｂ
）内で膨張するため、従来のように密封状態で第１の接合体が膨張することはない。この
ため、固定部６０ａと封止樹脂６５との隙間、及び／又は半導体チップ６３と封止樹脂６
５との隙間に、第１の接合体が無秩序に流れ出すことを防止することができる。
【０１０４】
　このため、第１の接合体６２の材料として、融点が第２の接合体の融点と同じ材料、又
は融点が第２の接合体の融点よりも低い材料を用いた場合であっても、第１の接合体が無
秩序に流れ出すことを防止することができるため、リフロー法を用いることができる。
【０１０５】
　＜第２の実施形態の変形例＞
　以下に、本発明の第２の実施形態の変形例に係る電子部品について、電子部品として、
パッケージ仕様が例えばＴＯ２２０の高出力用トランジスタを用いた場合を具体例に挙げ
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て、図９及び図１０を参照しながら説明する。図９は、本発明の第２の実施形態の変形例
に係る電子部品の構成を示す平面図である。図１０は、本発明の第２の実施形態の変形例
に係る電子部品の構成を示す断面図である。具体的には、図１０は、図９に示すX-X線に
おける断面図である。図９～図１０において、第２の実施形態における構成要素と同様の
構成要素には、図７～図８における符号と同一の符号を付す。従って、本変形例では、第
２の実施形態と同様の説明を適宜省略する。
【０１０６】
　本変形例と第２の実施形態との構成上の相違点は、以下に示す点である。
【０１０７】
　第２の実施形態では、図８に示すように、リードフレーム６０における固定部６０ａ及
び放熱部６０ｃには、溝６１が設けられている。
【０１０８】
　これに対し、本変形例では、図１０に示すように、溝６１に加えて、窪み７０が設けら
れている。窪み７０は、リードフレーム６０における放熱部６０ｃに設けられ、溝６１と
連通している。
【０１０９】
　窪み７０の深さＤ70は、溝６１の深さＤ61よりも深い。窪み７０の幅Ｗ70は、溝６１の
幅Ｗ61よりも広い。「窪み７０の深さＤ70」とは、放熱部６０ｃの表面から、断面形状が
三角形状の窪み７０の最下点（即ち、頂点）までの深さをいう。「窪み７０の幅Ｗ70」と
は、平面形状が長方形状の窪み７０における溝６１と接する側の辺（即ち、左辺）の幅を
いう。
【０１１０】
　以下に、本変形例に係る電子部品を、実装基板に実装する方法について、説明する。
【０１１１】
　リフロー法を用いて、第２の接合体により、実装基板に、本変形例に係る電子部品を実
装する。
【０１１２】
　具体的には、本変形例に係る電子部品を、実装基板に塗布されたはんだペーストの上に
載置し、加熱を行う。その後、冷却を行う。
【０１１３】
　加熱時に、第１の接合体６２が、溶融して膨張することがあっても、第１の接合体は、
溝６１（特に、第２の溝部６１ｂ）内、及び窪み７０内で膨張する。その後、冷却時に、
第１の接合体は、凝固して収縮する。
【０１１４】
　本変形例によると、実装時に、第１の接合体６２が、溶融して膨張することがあっても
、第１の接合体は、溝６１（特に、第２の溝部６１ｂ）、及び窪み７０内で膨張するため
、第１の接合体が無秩序に流れ出すことを防止することができる。
【０１１５】
　特に、第２の実施形態では、半導体チップ６３のサイズが大きい等の理由により、第１
の接合体６２の量が多いと、溝６１内で第１の接合体の膨張が収まり切らずに、第１の接
合体が溝６１外に溢れ出すおそれがある。しかしながら、本変形例では、溝６１内で第１
の接合体の膨張が収まり切らないことがあっても、第１の接合体を溝６１外に溢れ出させ
ずに、窪み７０内で第１の接合体の膨張を収まらせることができる。
【０１１６】
　なお、本変形例では、図９に示すように、窪み７０の平面形状が、長方形状であり、図
１０に示すように、窪み７０の断面形状が、三角形状である場合を具体例に挙げて説明し
たが、本発明はこれに限定されるものではない。
【０１１７】
　例えば、図１１に示すように、窪み８０の平面形状が、台形状であり、図１２に示すよ
うに、窪み８０の断面形状が、長方形状であってもよい。窪み８０の深さＤ80は、溝６１
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の深さＤ61よりも深い。窪み８０の幅Ｗ80は、溝６１の幅Ｗ61よりも広い。「窪み８０の
深さＤ80」とは、放熱部６０ｃの表面から、断面形状が長方形状の窪み８０の下面までの
深さをいう。「窪み８０の幅Ｗ80」とは、平面形状が台形状の窪み８０における溝６１と
接する側の辺（即ち、上底）の幅をいう。なお、窪みの断面形状は、図１０に示す三角形
状及び図１２に示す長方形状に限定されるものではなく、例えば半円形状又は半楕円形状
等であってもよい。なお、窪みの平面形状は、図９に示す長方形状及び図１１に示す台形
状に限定されるものではなく、例えば円形状又は楕円形状等であってもよい。
【０１１８】
　なお、電子部品として、第１の実施形態及びその変形例１，２，３では、高周波増幅器
を用い、第２の実施形態及びその変形例では、高出力用トランジスタを用いる場合を具体
例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定されるものではない。電子部品として、例え
ば、ダイオード、集積回路、発光素子、フィルター又はインダクタ等を用いてもよい。
【０１１９】
　つまり、電子部品を実装基板の上に固定する第２の接合体の融点が、電子部品を構成す
る第１の接合体の融点と同じ、又は第１の接合体の融点よりも高く、実装時に、第１の接
合体が、一旦、溶融するような場合であれば、本発明を適用することで、従来の課題を解
決する（言い換えれば、本発明の目的を達成する）ことができる。
【０１２０】
　また、第１の実施形態及びその変形例１，２，３では、第１の接合体１３における、貫
通孔１１，２１，３１，４１，５１内に充填された部分の材料と、基板１０の表面（主面
）に形成された部分の材料とが、互いに同じ場合を具体例に挙げて説明したが、本発明は
これに限定されるものではなく、互いに異なっていてもよい。同様に、第２の実施形態及
びその変形例では、第１の接合体６２における、溝６１内に埋め込まれた部分の材料と、
固定部６０ａの表面に形成された部分の材料とが、互いに同じ場合を具体例に挙げて説明
したが、本発明はこれに限定されるものではなく、互いに異なっていてもよい。
【０１２１】
　ＧａＮ及びＳｉＣ等の新しい材料系の電子部品が、環境に優しい電子部品として期待さ
れている。これらの電子部品は、従来のＳｉ及びＧａＡｓ等の材料系の半導体部品に比べ
て、高効率又は高温度で動作することが可能である。
【０１２２】
　ＧａＮ及びＳｉＣ等の材料系の電子部品を、例えば２００～２５０℃で動作させるには
、電子部品を構成する第１の接合体の材料として、２５０℃以上の融点を持つ材料を用い
ることが望まれる。また、電子部品を実装基板の上に固定する第２の接合体の材料として
、第１の接合体の融点（２５０℃以上）よりも高い融点を持つ材料を用いることが望まれ
る。
【０１２３】
　しかしながら、既述の通り、２４０～３００℃の融点を持つ実用的な無鉛はんだは未だ
見つかっておらず、融点が２５０℃以上で且つ融点が互いに異なる材料を、同時に見付け
ることは非常に困難である。このため、第１，第２の接合体の材料として、融点が互いに
同じ材料を用いることができれば、融点が２５０℃以上の材料を、２つ見付ける必要はな
く、１つ見付けるだけでよいため、新たな材料の開発を容易にすることができる。
【０１２４】
　本発明では、第１，第２の接合体の材料として、融点が互いに同じ材料を用いても、実
装時に、第１の接合体が無秩序に流れ出すことを防止することができる。このため、本発
明を適用することで、新たな材料の開発を容易にすることができる。
【産業上の利用可能性】
【０１２５】
　本発明は、リフロー法を用いて、第２の接合体により電子部品を実装基板に実装する実
装時に、第１の接合体が、無秩序に流れ出すことを防止することができ、実装基板に実装
される電子部品に有用である。
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【符号の説明】
【０１２６】
１０，２０，５０　　基板
１０ａ，２０ａ，５０ａ　　第１の基板
１０ｂ，２０ｂ，５０ｂ　　第２の基板
１０ｃ，２０ｃ，５０ｃ　　第３の基板
２０ｄ，５０ｄ　　第４の基板
１１，２１，３１，４１，５１　　貫通孔
１１ａ，２１ａ，３１ａ，４１ａ，５１ａ　　第１の孔部
１１ｂ，２１ｂ，３１ｂ，４１ｂｘ，４１ｂｙ，５１ｂｘ，５１ｂｙ　　第２の孔部
１２　　電極パッド
１３，１３ｘ，１３ｙ　　第１の接合体
１４　　半導体チップ
１５　　ワイヤ（金属細線）
１６　　封止樹脂
６０　　リードフレーム
６０ａ　　固定部
６０ｂ　　リード部
６０ｃ　　放熱部
６１　　溝
６１ａ　　第１の溝部
６１ｂ　　第２の溝部
６２　　第１の接合体
６３　　半導体チップ
６４　　ワイヤ
６５　　封止樹脂
７０，８０　　窪み
Ｌ　　第２の孔部の長さ
Ｌｘ，Ｌｙ　　充填長さ
Ｄ61，Ｄ70，Ｄ80　　深さ
Ｗ61，Ｗ70，Ｗ80　　幅
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